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結論から述べることにする。農業構造を改革し、自給率の向上を目指すには、①品目横断的

経営安定対策は、飼料作物や地域特産作物も対象とした共通施策とすること、②担い手政策

は、コントラクターなど生産構造の変化を促す経営体の育成に重点を置くこと、③農地制度は、

市町村単位ではなく複数集落など水系単位に法人格を持った利用調整組織を設立し、利用

権の一括取得を認めること――が必要だと考える。

まず、現場の事例から問題点を明らかにしてみよう。筆者がコンサルタントをしている農業経営

の一つに、酪農家が協同して設立したTMR（完全混合飼料）センターがある。コントラクター機能

も併せ持っており、参加した酪農家が提供する農地において共同でデントコーンを栽培して調

製したサイレージを基本に、豆腐カスなどの食品残渣と配合飼料を混合してTMR飼料を製造し、

酪農家に供給している。輸入飼料の値上がりが続く中で、酪農経営のコストを下げるのが目的

だが、それだけではない。酪農経営が、大規模化、多頭化するなかで、搾乳・飼養管理能力を

向上するために、自給飼料の部門を共同化、外部化する試みでもある。

このコントラクター兼TMRセンターは、有限会社として設立、特定農業法人の資格を取得した。

内部留保による経営体力の向上のため、農用地利用集積準備金制度を活用するためだ。設

立第１期の平成18年度については、ほぼ予想通りの決算で黒字となったが、農用地利用集積

準備金の活用によって、法人税等の負担は住民税均等割のみとなった。しかし、農用地利用

集積準備金の活用は、設立第１期が最初で最後となる。

平成19年度税制改正によって、農業経営基盤強化準備金が創設され、農用地利用集積準

備金が廃止されたからだ。農水省の試算によれば、一般的な特定農業法人であれば、農業経

営基盤強化準備金の方が積立限度額が大きくなってむしろ有利であるという。農用地利用集

積準備金では、農業収入の９％が積立限度額であったが、農業経営基盤強化準備金は、品

目横断的経営安定対策や産地づくり対策などの交付金と同額を準備金として積むことができ

る。確かに、一般的な特定農業法人の平均的な売上高の９％よりも、交付金の額の方が多い

かもしれない。このため、水田農業で麦・大豆を栽培する特定農業法人であれば、農業経営基

盤強化準備金で代替できる。しかし、水田転作ではなく、畑地で粗飼料生産を行なうコントラク

ターの特定農業法人は、産地づくり交付金も品目横断的経営安定対策交付金の黄ゲタ（毎年

の生産量・品質に基づく支払）も緑ゲタ（過去の生産実績に基づく支払）も入らないため、農業

経営基盤強化準備金は１円も積むことができない。

「品目横断的」と言っておきながら、ごく一部の作目だけを対象としているから問題が起こる。

酪農には作目別の酪農対策があり、サトウキビや原料用甘薯（かんしょ）にも地域特産としての

対策があるから、品目横断的経営安定対策に入れる必要はないという考えがあるのは承知して

いる。しかし、コントラクターの育成も重要な農業政策の一つであるはずだが、税制上の優遇措

置の対象から外れたことにより、「コントラクターは育成すべき担い手の対象ではない」といった

誤ったメッセージを現場に送ることになりかねない。

本来、４ha以上のコントラクター組織の認定農業者（生産法人）、サトウキビや原料用甘薯を

栽培する認定農業者なども、品目横断的経営安定対策の対象とすべきではないか。従来の品目
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別対策を廃止できなければ、これらと２階建てとする方法もある。交付金さえあればよいという

ことにはならない。他の作目とのイコールフッティングとして税制上の特例措置も不可欠であり、さ

らには、国の言う「担い手」として自分たちが位置づけられているという誇りも重要なことである。

そこで、提案であるが、デントコーンやホールクロップ稲について、品目横断的経営安定対策

による「ゲタ」（生産条件不利補正交付金）を創設し、安価な粗飼料生産を実現する仕組みづく

りをしてはどうか。品目横断的経営安定対策の交付金として農業経営基盤強化準備金の設定

対象となるので、内部留保の促進により、その主体となるコントラクター組織の育成にも繋がる。

ホールクロップ稲には、現行では、地権者（名目上は稲の作付者）に対して交付金が交付される

こともあり、その額は収量に関係ないため、捨て作りを助長している。こうした無駄な交付金を

止めて財源に当てればよい。コントラクター組織に利用権設定（又は特定作業受託）をすれば、

地権者は転作目標を達成したとして取り扱い、小作料（又は一定額の精算金）を受け取る仕組

みにする。コントラクター組織は、収量が多い方が飼料のコストも下がり、収穫作業などの能率

も上がる。必要であれば田植えや肥培管理作業は、稲作の担い手組織などに委託することに

なり、真の意味での「耕畜連携」になる。酪農家が経営のなかで片手間に自給飼料を生産する

時代は終わった。飼料生産専門の仕組みと主体（継続企業）づくりが不可欠である。

最後に、ホールクロップ稲などの生産を継続するためには、農用地利用調整が不可欠である。

ホールクロップ稲栽培の地権者へのバラマキを止めれば、「金の切れ目が縁の切れ目」、生産自

体が衰退するおそれがある。水田利用のあり方は地域で話し合って決める。そのうえで、稲作

主体の集落営農法人や飼料作コントラクター法人などの生産主体に一括して利用権を託す方

法が必要である。

これまでのJAや県・市町村公社による農地保有合理化法人の「活動は低調」であり、JAによ

る農地保有合理化事業の創設に深くかかわった筆者としては残念なことであるが、その取組み

が成功したとは言い難い。しかし、全市町村に新たな面的集積組織を設置すれば問題が解消

するとは思えない。従来の合理化事業は、「地権者からの申出があってはじめて対応する仕組」

になっていると農水省も総括しているではないか。「農地所有者等への働きかけ」をした程度で

状況が変わる話ではない。問題は、利用調整の「主体」ではなく「手法」にある。地権者から申

出のあった農地を担い手にあっせんする手法ではなく、地権者の合意形成によって地域の農

地の利用権を一括して集約する手法を推進する制度の導入が必要である。

幸い、今回の政策的な集落営農の推進によって、集落等地域単位での面的利用集積の仕

組みに芽が出てきたところだ。従来の農用地利用改善団体は、法人格を持っていなかったた

め、農地の利用権を取得することができなかったが、これに法人格を与えて、農用地利用改善

法人（仮称）となることを認める。あるいは、土地改良区の制度を活用し、これに新たな役割を

付与することも考えられる。これらの法人が、地域内の利用権を一括して取得することができる

ようにし、面的に利用集積した農地を担い手に貸し付ける仕組みが必要ではないだろうか。
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